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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の端末と同時に音声通信を行うことが可能なプッシュツートーク機能に対応する移
動体通信ネットワークを介して通信を行う移動体通信手段と近距離無線通信ネットワーク
を介して通信を行う近距離無線通信手段とを備えた第１、第２及び第３の移動体通信端末
と、前記第１、前記第２及び前記第３の移動体通信端末のそれぞれと前記近距離無線通信
ネットワークを介して通信を行う近距離無線通信手段を備えた第１、第２及び第３の近距
離無線通信端末と、を備え、
　前記第１、前記第２及び前記第３の移動体通信端末は、前記移動体通信ネットワークを
介して接続された他の移動体通信端末との通信経路を用いて、当該他の移動体通信端末と
それぞれ前記第１、前記第２、前記第３の近距離無線通信端末とを中継接続する通信中継
手段、及び予め前記プッシュツートーク機能を用いて音声通信を行うグループとして登録
された複数の前記他の移動体通信端末に同時に接続する同報通信手段を備え、
　前記第１の近距離無線通信端末は、前記通信経路、前記近距離無線通信ネットワーク、
前記通信中継手段、及び前記同報通信手段を用いて、前記第２及び前記第３の近距離無線
通信端末に対して同時にデータ通信を行う
ことを特徴とする通信システム。
【請求項２】
　前記第１、前記第２及び前記第３の近距離無線通信端末は、それぞれ前記第１、前記第
２、前記第３の移動体通信端末に対して他の端末への接続を要求する通信要求手段を備え
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ると共に、
　前記第１、前記第２及び前記第３の移動体通信端末が備える前記通信中継手段は、それ
ぞれ前記第１、前記第２、前記第３の近距離無線通信端末からの要求に応じて、それぞれ
前記第１、前記第２、前記第３の近距離無線通信端末と前記他の端末との接続を、前記移
動体通信ネットワークを介して接続された前記他の移動体通信端末との通信経路を用いて
中継する、
ことを特徴とする請求項１記載の通信システム。
【請求項３】
　前記第１、前記第２及び前記第３の移動体通信端末が備える前記通信中継手段は、前記
移動体通信ネットワークを介して接続された他の移動体通信端末との通信経路を用いて接
続された近距離無線通信端末から要求された他の近距離無線通信端末との接続を、前記近
距離無線通信ネットワークを介して行う、
ことを特徴とする請求項１又は２記載の通信システム。
【請求項４】
　前記近距離無線通信手段は、無線ＬＡＮ（Local Area Network）通信、赤外線通信、Ｂ
ｌｕｅｔｏｏｔｈ（登録商標）、非接触ＩＣカード通信、のいずれかによって近距離無線
通信を行う、
ことを特徴とする請求項１，２又は３記載の通信システム。
【請求項５】
　前記第１、前記第２及び第３の移動体通信端末は、携帯電話機である、
ことを特徴とする請求項１，２，３又は４記載の通信システム。
【請求項６】
　複数の端末と同時に音声通信を行うことが可能なプッシュツートーク機能に対応する移
動体通信ネットワークを介して通信を行う移動体通信手段と第１の近距離無線通信ネット
ワークを介して通信を行う近距離無線通信手段と、
　前記移動体通信ネットワークを介して接続された他の移動体通信端末との通信経路を用
いて、当該他の移動体通信端末と前記近距離無線通信ネットワークを介して接続される第
１の近距離無線通信端末とを中継接続する通信中継手段と、
　予めプッシュツートーク機能を用いて音声通信を行うグループとして登録された複数の
前記他の移動体通信端末に同時に接続する同報通信手段と、を備え、
　前記第１の近距離無線通信端末は、前記通信経路、前記第１及び前記第２の近距離無線
通信ネットワーク、前記通信中継手段、並びに前記同報通信手段を用いて、前記予めグル
ープ化されて登録された前記複数の他の移動体通信端末と第２の近距離無線通信ネットワ
ークを介して接続される第２の近距離無線通信端末に対して同時にデータ通信を行う
ことを特徴とする移動体通信端末。
【請求項７】
　複数の端末と同時に音声通信を行うことが可能なプッシュツートーク機能に対応する移
動体通信ネットワークを介して通信を行う移動体通信手段と近距離無線通信ネットワーク
を介して通信を行う近距離無線通信手段とを備えた移動体通信端末に、
　前記移動体通信ネットワークを介して接続された他の移動体通信端末との通信経路を用
いて、当該他の移動体通信端末と前記近距離無線通信ネットワークを介して接続される第
１の近距離無線通信端末とを中継接続する通信中継手段と、
　予めプッシュツートーク機能を用いて音声通信を行うグループとして登録された複数の
前記他の移動体通信端末に同時に接続する同報通信手段と、
を実現させるためのプログラムであって、
　前記第１の近距離無線通信端末は、前記通信経路、前記第１及び前記第２の近距離無線
通信ネットワーク、前記通信中継手段、並びに前記同報通信手段を用いて、前記予めグル
ープ化されて登録された前記複数の他の移動体通信端末と第２の近距離無線通信ネットワ
ークを介して接続される第２の近距離無線通信端末に対して同時にデータ通信を行う。
【請求項８】
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　複数の端末と同時に音声通信を行うことが可能なプッシュツートーク機能に対応する移
動体通信ネットワークを介して通信を行う移動体通信手段と近距離無線通信ネットワーク
を介して通信を行う近距離無線通信手段とを備えた移動体通信端末にて、
　前記移動体通信ネットワークを介して接続された他の移動体通信端末との通信経路を用
いて、当該他の移動体通信端末と前記近距離無線通信ネットワークを介して接続される第
１の近距離無線通信端末とを中継接続する通信中継工程と、
　予めプッシュツートーク機能を用いて音声通信を行うグループとして登録された複数の
前記他の移動体通信端末に同時に接続する同報通信工程と、を有し、
　前記第１の近距離無線通信端末は、前記通信経路、前記第１及び前記第２の近距離無線
通信ネットワーク、前記通信中継手段、並びに前記同報通信手段を用いて、前記予めグル
ープ化されて登録された前記複数の他の移動体通信端末と第２の近距離無線通信ネットワ
ークを介して接続される第２の近距離無線通信端末に対して同時にデータ通信を行う
ことを特徴とする通信方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、通信システムにかかり、特に、近距離無線通信可能な通信端末にて広域通信
を可能とする通信システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年の携帯機器には、他の機器を介さずに、簡易に相互通信を行う機能を有するものが
ある。例えば、無線ＬＡＮ機能を有する携帯機器が普及している。そして、それら複数の
携帯機器間でアクセスポイントを必要としないアドホックネットワークを構築することが
可能となっている。そして、これら携帯機器を有するユーザそれぞれが携帯機器を持ち寄
って集まることにより、近距離にてデータをやり取りすることが可能となっている。
　ところが、アドホックネットワークを構築するためには、それぞれの機器がある程度近
接して存在し、相互通信が可能でなければならないという制約がある。また、インターネ
ットのような汎用的な環境で、複数人から構成されるグループ内で通信するような複雑な
設定を行うことができない、といった制限があった。
　一方、携帯電話機は、通信基地局を介して通信を行うため、通信にあたって距離的な制
限はほとんど無い。そして、グループ内通信は、プッシュツートーク（ＰＴＴ：Ｐｕｓｈ
　Ｔｏ　Ｔａｌｋ）という形で既に実現されている。ここで、現状のＰＴＴ機能は音声通
話に使用されているが、実際に携帯電話で送受信されているのは音声をパケットデータに
変換したデジタルデータである。そのため、現状のＰＴＴ機能を使って、データ通信を行
うことは容易である。ところが、携帯電話機は、上述した携帯機器ほど専門的な機能、例
えば、高度なデータ通信及びデータ処理機能は有していないため、その利用に制限がある
。
　ここで、特開２００４－３６３９９８号公報、特開２００５－１０１７１６号公報、お
よび特開２００７－２５９４９９号公報は、通信形式の異なる通信装置間による通信を可
能とする技術を開示している。具体的には、移動端通信ネットワークとの接続機能を有す
る第１無線通信装置と、当該移動体通信ネットワークとの接続機能を有さずＬＡＮ等の固
定的な通信ネットワークに接続された第２無線通信装置と、を備えている。そして、これ
ら各無線通信装置は、相互にアドホックネットワークを構築している。そして、当該アド
ホックネットワーク内の無線通信装置は、無線通信装置同士で相互に通信を行うアドホッ
ク通信機能を有している。特に、その通信方式には、上述した移動体通信ネットワークに
おける通信方式と共通の方式を用いている。
【発明の開示】
【０００３】
　上述した特開２００４－３６３９９８号公報、特開２００５－１０１７１６号公報、お
よび特開２００７－２５９４９９号公報に記載した技術では、両端末に同じ移動体通信ネ
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ットワークにおける通信方式を可能とする通信機能を装備している。そのため、かかる通
信が不要でありＬＡＮなどの近距離無線通信のみが必要される端末においては、余計な機
能となる。また、第２無線通信装置は、接続したい端末によって通信状態を切り替える必
要があり、処理が複雑となる、という問題がある。
　このため、本発明の目的は、上述した課題である、簡易な構成にて、端末間における広
域通信を可能とする、ことをその目的とする。
　かかる目的を達成するため本発明の一形態である通信システムは、
　移動体通信ネットワークを介して通信を行う移動体通信手段と近距離無線通信ネットワ
ークを介して通信を行う近距離無線通信手段とを備えた移動体通信端末と、近距離無線通
信ネットワークを介して通信を行う近距離無線通信手段を備えた近距離無線通信端末と、
を備え、
　上記移動体通信端末は、上記移動体通信ネットワークを介して接続された他の移動体通
信端末との通信経路を用いて、当該他の移動体通信端末と上記近距離無線通信ネットワー
クを介して接続される上記近距離無線通信端末とを中継接続する通信中継手段を備えた、
ことを特徴とする。
　また、本発明の他の形態である移動体通信端末は、
　移動体通信ネットワークを介して通信を行う移動体通信手段と近距離無線通信ネットワ
ークを介して通信を行う近距離無線通信手段とを備え、
　上記移動体通信ネットワークを介して接続された他の移動体通信端末との通信経路を用
いて、当該他の移動体通信端末と上記近距離無線通信ネットワークを介して接続される近
距離無線通信端末とを中継接続する通信中継手段を備えた、
ことを特徴とする。
　また、本発明の他の形態であるプログラムは、
　移動体通信ネットワークを介して通信を行う移動体通信手段と近距離無線通信ネットワ
ークを介して通信を行う近距離無線通信手段とを備えた移動体通信端末におけるコンピュ
ータに、
　上記移動体通信ネットワークを介して接続された他の移動体通信端末との通信経路を用
いて、当該他の移動体通信端末と上記近距離無線通信ネットワークを介して接続される近
距離無線通信端末とを中継接続する通信中継手手順、
を実行させるためのプログラムである。
　また、本発明の他の形態である通信方法は、
　移動体通信ネットワークを介して通信を行う移動体通信手段と近距離無線通信ネットワ
ークを介して通信を行う近距離無線通信手段とを備えた移動体通信端末にて、
　上記移動体通信ネットワークを介して接続された他の移動体通信端末との通信経路を用
いて、当該他の移動体通信端末と上記近距離無線通信ネットワークを介して接続される近
距離無線通信端末とを中継接続する通信中継工程を有する、
ことを特徴とする。
　本発明は、以上のように構成されることにより、近距離無線通信端末にて、簡易な構成
かつ低コストにて、広域通信が実現可能である。
【図面の簡単な説明】
【０００４】
【図１】通信システム全体の構成を示す図である。
【図２】携帯電話機及び携帯機器の構成を示す機能ブロック図である。
【図３】通信システムの動作を示すシーケンス図である。
【図４】通信システムの動作を示す説明図である。
【図５】通信システムの動作を示す説明図である。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００５】
　本発明の一形態である通信システムは、
移動体通信ネットワークを介して通信を行う移動体通信手段と近距離無線通信ネットワー
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クを介して通信を行う近距離無線通信手段とを備えた移動体通信端末と、近距離無線通信
ネットワークを介して通信を行う近距離無線通信手段を備えた近距離無線通信端末と、を
備え、
　上記移動体通信端末は、上記移動体通信ネットワークを介して接続された他の移動体通
信端末との通信経路を用いて、当該他の移動体通信端末と上記近距離無線通信ネットワー
クを介して接続される上記近距離無線通信端末とを中継接続する通信中継手段を備えた、
ことを特徴とする。
　また、上記通信システムでは、
　上記移動体通信端末は、上記移動体通信ネットワークを介して複数の他の移動体通信端
末に対して同時に接続する同報通信手段を備えてもよい。
　そして、上記移動体通信端末が備える上記通信中継手段は、上記同報通信手段にて接続
された上記複数の他の移動体通信端末との通信経路を用いて、当該他の移動体通信端末と
上記近距離無線通信ネットワークを介して接続される上記近距離無線通信端末とを中継接
続してもよい。
　また、上記通信システムでは、
　上記近距離無線通信端末は、上記近距離無線通信ネットワークを介して接続された上記
移動体通信端末に対して他の端末への接続を要求する通信要求手段を備えてもよい。この
場合、上記移動体通信端末が備える上記通信中継手段は、上記近距離無線通信端末からの
要求に応じて当該近距離無線通信端末と上記他の端末との接続を、上記移動体通信ネット
ワークを介して接続された上記他の移動体通信端末との通信経路を用いて中継することが
好ましい。
　また、上記通信システムにおいて、
　上記移動体通信端末が備える上記通信中継手段は、上記移動体通信ネットワークを介し
て接続された他の移動体通信端末との通信経路を用いて接続された近距離無線通信端末か
ら要求された他の近距離無線通信端末との接続を、上記近距離無線通信ネットワークを介
して行う、
ことを特徴とする。
　また、上記通信システムでは、
　上記近距離無線通信手段は、無線ＬＡＮ（Ｌｏｃａｌ　Ａｒｅａ　Ｎｅｔｗｏｒｋ）通
信、赤外線通信、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ（登録商標）、非接触ＩＣカード通信、のいずれか
によって近距離無線通信を行う、
ことを特徴とする。
　また、上記通信システムでは、
　上記移動体通信端末は、例えば携帯電話機である、
ことを特徴とする。
　上記発明によると、まず、移動体通信端末は、移動体通信ネットワークを介して他の移
動体通信端末と接続する機能を有する。このとき、移動体通信端末は、複数の他の移動体
通信端末と同時に通信する同報通信機能を有してもよい。また、移動体通信端末は、近距
離無線通信ネットワークを介して、近距離無線通信端末と通信する機能も有する。
　そして、移動体通信端末は、上記同報通信機能などによる他の移動体通信端末との通信
経路を用いて、当該通信経路にて接続されている他の移動体通信端末と、無線通信ネット
ワークを介して接続される近距離無線通信端末とを中継接続する。これにより、近距離無
線通信端末は、各近距離無線通信端末を有している近距離無線通信手段を用いることで、
簡易な構成かつ低コストにて、広域通信が実現可能である。また、移動体通信端末間によ
る同報通信経路を用いる場合には、特定のグループに属するなどの複数の端末と、同時に
広域通信が可能となる。
　また、本発明の他の形態である移動体通信端末は、
　移動体通信ネットワークを介して通信を行う移動体通信手段と近距離無線通信ネットワ
ークを介して通信を行う近距離無線通信手段とを備え、
　上記移動体通信ネットワークを介して接続された他の移動体通信端末との通信経路を用
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いて、当該他の移動体通信端末と上記近距離無線通信ネットワークを介して接続される近
距離無線通信端末とを中継接続する通信中継手段を備えた、
ことを特徴とする。
　そして、上記移動体通信端末では、
　上記移動体通信ネットワークを介して複数の他の移動体通信端末に対して同時に接続す
る同報通信手段を備えると共に、
　上記通信中継手段は、上記同報通信手段にて接続された上記複数の他の移動体通信端末
との通信経路を用いて、当該他の移動体通信端末と上記近距離無線通信ネットワークを介
して接続される上記近距離無線通信端末とを中継接続する、
ことを特徴とする。
　また、本発明の他の形態であるプログラムは、
　移動体通信ネットワークを介して通信を行う移動体通信手段と近距離無線通信ネットワ
ークを介して通信を行う近距離無線通信手段とを備えた移動体通信端末におけるコンピュ
ータに、
　上記移動体通信ネットワークを介して接続された他の移動体通信端末との通信経路を用
いて、当該他の移動体通信端末と上記近距離無線通信ネットワークを介して接続される近
距離無線通信端末とを中継接続する通信中継手順を実行させるためのプログラムである。
　そして、上記プログラムでは、
　上記移動体通信端末のコンピュータに、さらに、上記移動体通信ネットワークを介して
複数の他の移動体通信端末に対して同時に接続し、接続された上記複数の他の移動体通信
端末との通信経路を用いて、当該他の移動体通信端末と上記近距離無線通信ネットワーク
を介して接続される上記近距離無線通信端末とを中継接続する手順を実行させることを特
徴とする。
　また、本発明の他の形態である通信方法は、
　移動体通信ネットワークを介して通信を行う移動体通信手段と近距離無線通信ネットワ
ークを介して通信を行う近距離無線通信手段とを備えた移動体通信端末にて、
　上記移動体通信ネットワークを介して接続された他の移動体通信端末との通信経路を用
いて、当該他の移動体通信端末と上記近距離無線通信ネットワークを介して接続される近
距離無線通信端末とを中継接続する通信中継工程を有する、
ことを特徴とする。
　そして、上記通信方法では、
　上記移動体通信ネットワークを介して複数の他の移動体通信端末に対して同時に接続す
る同報通信工程を有すると共に、
　上記通信中継工程は、上記同報通信工程にて接続された上記複数の他の移動体通信端末
との通信経路を用いて、当該他の移動体通信端末と上記近距離無線通信ネットワークを介
して接続される上記近距離無線通信端末とを中継接続する、
ことを特徴とする。
　上述した構成を有する、移動体通信端末、プログラム、又は、通信方法、の発明であっ
ても、上記通信システムと同様の作用を有するために、上述した本発明の目的を達成する
ことができる。
　＜実施形態＞
　以下、本発明に係る、通信システム、移動体通信端末、プログラム、及び、通信方法、
の実施形態について図１乃至図５を参照しながら説明する。図１は、通信システム全体の
構成を示す図である。図２は、携帯電話機及び携帯機器の構成を示す機能ブロック図であ
る。図３は、通信システムの動作を示すシーケンス図である。そして、図４乃至図５は、
通信システムの動作を示す説明図である。
　［構成］
　図１に示すように、本実施形態における通信システムは、移動体通信ネットワークＡを
介して他の携帯電話機と通信を行うことが可能な携帯電話機１１，１２，１３，１４（移
動体通信端末）と、各携帯電話機１１，１２，１３，１４と近距離無線通信ネットワーク
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Ｂ１，Ｂ２，Ｂ３，Ｂ４を介して近距離無線通信可能な携帯機器２１，２２，２３，２４
（近距離無線通信端末）と、を備えている。そして、本実施形態においては、携帯電話機
１１と携帯機器２１とが近距離無線通信可能なよう位置しており、同様に、携帯電話機１
２と携帯機器２２、携帯電話機１３と携帯機器２３、携帯電話機１４と携帯機器２４、が
それぞれ近距離無線通信可能なよう位置している。なお、図１では、４台の携帯電話機１
１～１４と、４台の携帯機器２１～２４を図示しているが、通信システムに装備される携
帯電話機及び携帯機器の数は、これに限定されない。
　次に、図２を参照して、携帯電話機１１等と携帯機器２１等の構成を説明する。なお、
この図では、携帯電話機１１，１２と携帯機器２１，２２の構成のみを示しているが、他
の携帯電話機及び携帯機器も、同様の構成をとっているため、その説明は省略する。
　本実施形態における携帯機器２１は、例えば、ノートパソコンやＰＤＡ（Ｐｅｒｓｏｎ
ａｌ　Ｄｉｇｉｔａｌ　Ａｓｓｉｓｔａｎｔｓ）といった情報処理端末である。そして、
携帯機器２１は、図２に示すように、例えば、無線ＬＡＮ（Ｌｏｃａｌ　Ａｒｅａ　Ｎｅ
ｔｗｏｒｋ）通信といった近距離無線通信ネットワークを介して通信を行う無線通信部２
１ａ（近距離無線通信手段）を備えている。そして、この無線通信部２１ａを介すること
で、近距離無線通信ネットワークを介して携帯電話機１１と通信を行うことができる。な
お、この無線通信部２１ａは、無線ＬＡＮ通信にて無線通信を行うことに限定されず、赤
外線通信、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ（登録商標）、非接触ＩＣカード通信（ＲＦＩＤタグと対
応するリーダライタとを用いた通信）、さらには、他の近距離無線通信装置による近距離
無線通信を行うよう構成されていてもよい。
　また、携帯機器２１は、装備された演算装置に所定のプログラムが組み込まれることに
よって構築された通信制御部２１ｂを備えている。この通信制御部２１ｂは、上記無線通
信部２１ａを介して携帯電話機１１との近距離無線通信ネットワークＢ１を介したアドホ
ック通信を確立して、当該携帯電話機１１との１対１の通信を制御する。また、通信制御
部２１ｂは、近距離無線通信の範囲にない他の携帯機器２２，２３，２４あるいは他の携
帯電話機１２，１３，１４との接続を希望する場合に、携帯電話機１１に他の端末との接
続を要求する機能（通信要求手段）を有する。
　なお、図２に示す携帯機器２２の構成（通信制御部２２ａ、通信制御部２２ｂ）も、上
述した携帯機器２１の構成と同一であるため、その説明は省略する。そして、他の携帯機
器２３，２４の構成も同一である。
　また、携帯電話機１１は、上記携帯機器２１と近距離無線通信を行うための無線通信部
１１ａ（近距離無線通信手段）と、移動体通信ネットワークＡを介して他の携帯電話機１
２，１３，１４と通話やデータ通信を行うための移動体通信部１１ｃ（移動体通信手段）
と、を備えている。ここで、上記無線通信部１１ａは、上記携帯機器２１に装備された無
線通信部２１ａと通信可能なよう対応した通信機であり、例えば、無線ＬＡＮ通信、赤外
線通信、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ（登録商標）、非接触ＩＣカード通信、さらには、他の近距
離無線通信を行うものである。また、上記移動体通信部１１ｃは、携帯電話網による通信
を可能とする通信機であって、基地局との通信を可能としている。
　そして、携帯電話機１１は、装備された演算装置に所定のプログラムが組み込まれるこ
とによって構築された、通信中継部１１ｂと同報通信部１１ｄとを備えている。そして、
同報通信部１１ｄ（同報通信手段）は、予めグループ化されて登録された複数の他の携帯
電話機１２，１３，１４に対して、同時に接続する機能を有する。例えば、トランシーバ
のように、音声をパケットデータに変換し、複数の他の携帯電話機１２，１３，１４に対
して同時に送信する「プッシュツートーク」の機能を有する。なお、「プッシュツートー
ク」機能は、音声データをパケットデータに変換してデータ通信しているため、かかる通
信経路を、後述するようにデータ通信経路として利用することが可能である。
　また、通信中継部１１ｂ（通信中継手段）は、上述したように近距離無線通信ネットワ
ークＢ１を介して接続された携帯機器２１と、他の携帯電話機１２，１３，１４と、の接
続を、上記プッシュツートーク機能によって確立されている他の携帯電話機１２，１３，
１４との通信経路を用いて中継する機能を有する。例えば、携帯機器２１が、他の携帯機
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器２２に対して接続を希望しつつ、携帯電話機１１に近距離無線通信にてアドホック通信
を確立した場合には、携帯電話機１１の通信中継部１１ｂは、「プッシュツートーク」機
能による移動体通信ネットワークＡを介した携帯電話機１２との接続経路を経由して、携
帯機器２１と携帯電話機１２との接続を中継する。そして、携帯電話機１２側の通信中継
部１２ｂは、「プッシュツートーク」機能による移動体通信ネットワークＡを介した携帯
電話機１１との接続経路を経由して接続された携帯機器２１から要求された携帯機器２２
との接続を、上記これらの間の近距離無線ネットワークＢ２を介して行う。これにより、
携帯機器２１と携帯機器２２とが、相互にデータ通信可能なよう接続される。
　つまり、上記構成にすることにより、携帯機器２１は携帯電話機１１と近距離無線通信
にてアドホック通信経路を確立し、同様に、携帯機器２２は携帯電話機１２と近距離無線
通信にてアドホック通信経路を確立する。そして、各携帯電話気１１，１２の間は、「プ
ッシュツートーク」機能により同報通信経路が確立されており、かかる経路を利用して、
上記携帯機器２１，２２が接続されることとなる。その結果、上記同報通信経路およびア
ドホック通信経路を用いることで、携帯機器２１は、複数の他の携帯機器２２，２３，２
４に対して同時にデータ通信が可能である。
　なお、上述したいわゆる「プッシュツートーク」機能については、その説明は省略する
。また、図２に示す携帯電話機１２の構成（無線通信部１２ａ，移動体通信部１２ｃ，通
信中継部１２ｂ，同報通信部１２ｄ）も、上述した携帯電話機１１の構成と同一であるた
め、その説明は省略する。そして、他の携帯電話機１３，１４の構成も同一である。
　［動作］
　次に、上記通信システムの動作を、図３乃至図５を参照して説明する。ここでは、携帯
機器２１が、他の携帯機器２２，２３，２４と同時にデータ通信を行う場合を説明する。
なお、図３のシーケンス図では、携帯機器２１と携帯機器２２との接続の動作のみを示し
ているが、他の携帯機器２３，２４との接続動作も同様にして行われる。
　まず、携帯電話機１１は、「プッシュツートーク」機能を利用し、図４の矢印に示すよ
うに、他の携帯電話機１２，１３，１４と互いにデータ通信が可能な同報通信経路を確立
する（図３のステップＳ１、同報通信工程）。
　続いて、携帯機器２１は、図５の矢印に示すように、近辺に位置する携帯電話機１１に
対して、無線ＬＡＮ機能を用いて、アドホック通信経路である近距離無線通信ネットワー
クＢ１を構築する。このとき、携帯機器２１は、無線ＬＡＮにて接続した携帯電話機１１
に対して、他の携帯機器２２，２３，２４との接続を要求する（ステップＳ２）。
　続いて、携帯電話機１１は、携帯機器２１からの要求に応じて、上述したように「プッ
シュツートーク」機能にて確立している各携帯電話機１２，１３，１４への同報通信経路
を用いて、当該各携帯電話機１２，１３，１４に、アドホック通信経路にて接続されてい
る携帯機器２１を中継接続する（ステップＳ３）。そして、各携帯電話機１２，１３，１
４は、図５の矢印に示すように、各近距離無線通信ネットワークＢ２，Ｂ３，Ｂ４を利用
してそれぞれ携帯機器２２，２３，２４と接続する（ステップＳ４）。これにより、図５
に示すように、各携帯機器２２，２３，２４は、上記同報通信経路を用いて接続された携
帯機器２１と接続される（ステップＳ５、通信中継工程）。
　すると、上記携帯機器２１から近距離無線通信ネットワークＢ１を介して受信したデー
タは、上述したように「プッシュツートーク」機能にて確立している同報通信経路を介し
て、他の携帯電話機１２，１３，１４にそれぞれ送信され、当該各携帯電話機１２，１３
，１４に届いたデータは、各近距離無線通信ネットワークＢ２，Ｂ３，Ｂ４を経由して、
各携帯機器２２，２３，２４に送信される。また、逆に、各携帯機器２２，２３，２４か
ら他の各携帯電話機や各携帯機器にデータを送信する場合も同様に、近距離無線通信によ
るアドホック通信経路と、移動体通信による同報通信経路を用いて行われる。
　以上のように、本発明によると、携帯機器２１等は、装備している近距離の無線通信部
を用いることのみで、当該無線通信部にて接続した携帯電話機にて確立された他の携帯電
話機への通信経路を利用して、広域通信が可能である。従って、携帯機器２１等は、簡易
な構成かつ低コスト、さらには、簡易な操作にて、広域通信が実現可能となる。そして、
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特に、携帯電話機間のいわゆる「プッシュツートーク」機能を用いることで、広域に存在
する特定のグループに属する複数の他の携帯機器等と同時に、文字チャットや電子会議な
どを行うことができ、利便性が高まる。
　なお、上記では、携帯機器による広域通信を携帯電話機間で確立された「プッシュツー
トーク」機能を利用して実現する場合を説明した。しかし、「プッシュツートーク」機能
に限らない。例えば、単に１対１の携帯電話間で確立された通信経路を利用して、これら
に近距離無線通信にて接続された携帯機器同士を接続してもよい。また、例えば、単に複
数の１対１の携帯電話間で確立された通信経路を利用して、同報通信機能を持たせ、その
同報通信によって、これらに近距離無線通信にて接続された携帯機器同士を接続してもよ
い。
　以上、実施形態を参照して本願発明を説明したが、本願発明は上記実施形態に限定され
ものではない。本願発明の構成や詳細には、本願発明のスコープ内で当業者が理解し得る
様々な変更をすることができる。
　この出願は、２００８年７月３日に出願された日本出願特願２００８－１７４２７５を
基礎とする優先権を主張し、その開示の全てをここに取り込む。

【図１】 【図２】
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【図５】
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